介護予防指定短期入所療養介護事業　人員・設備基準確認表
実施日　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　事業所名　　　　　　　　　　　　

	項　　目
	確　認
	備　考

	第1　人員に関する基準

　介護予防指定短期入所療養介護事業者が指定短期入所療養介護事業所ごとに置くべき介護予防指定短期入所療養介護従業者の員数は、次に掲げる指定短期入所療養介護事業所の種類の区分に応じて、次のとおりとなっているか。
１　介護老人保健施設の場合
医師、薬剤師、看護職員（看護師及び准看護師をいう。以
下同じ。）、介護職員、支援相談員、理学療法士又は作業療法士及び栄養士の員数は、それぞれ、利用者を当該介護老人保健施設の入所者とみなした場合における法（第97条第2項）に規定する介護老人保健施設として必要とされる数が確保されるために必要な数以上となっているか。
２　指定介護療養型医療施設の場合

　　医師、薬剤師、看護職員、介護職員、栄養士及び理学療法士又は作業療法士の員数は、それぞれ、利用者を当該指定介護療養型医療施設として必要とされる数が確保されるために必要な数以上となっているか。
３　療養病床（医療法第７条第２項第四号に規定する療養病床
をいう。）を有する病院又は診療所の場合

　　医師、薬剤師、看護職員、介護職員（同法に規定する看護

補助者をいう。）、栄養士及び理学療法士又は作業療法士の

員数は、それぞれ同法に規定する療養病床を有する病院又は診療所として必要な数以上となっているか。
４　診療所（２に該当するものを除く。）場合

(1) 看護職員又は介護職員の員数の合計は、常勤換算方法で、
利用者及び入院患者の数が３又はその端数を増すごとに１以上となっているか。
(2) 夜間における緊急連絡体制を整備し、看護師若しくは准看護師又は介護職員を１人以上配置しているか。

（なお、指定介護予防短期入所療養介護事業者が、指定短期

入所療養介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介護予防短期入所療養介護の事業と指定短期入所療養介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合については、「指定居宅指定サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（以下「指定居宅サービス等基準」という。）第142条第１項に規定する人員に関する基準を満たすことをもって、この基準を満たしているものとみなすことができる。）
第２　設備に関する基準

　
１　介護老人保健施設である場合
　　法に規定する指定介護老人保健施設として必要とされる
設備（ユニット型介護老人保健施設及び一部ユニット型介護
老人保健施設に関するものを除く。）を有しているか。

２　指定介護療養型医療施設である場合

　　法に規定する指定介護療養型医療施設として必要とされる設備（ユニット型指定介護療養型医療施設及び一部ユニット型指定介護療養型医療施設に関するものを除く。）を有しているか。

３　療養病床を有する病院又は診療所（指定介護療養型医療施
設であるものを除く。）である場合

(1)医療法に規定する療養病床を有する病院又は診療所として
必要とされる設備を有しているか。
(2)消化設備その他の非常時災害に際して必要な設備を有して
いるか。
４　診療所（療養病床を有するものを除く。）である場合

(1)指定介護予防短期入所療養介護を提供する病室の床面積は

１人につき、6.4平方メートルとなっているか。

(2)食堂及び浴室を有しているか。

(3)機能訓練を行うための場所を有しているか。

(4)消化設備その他の非常時災害に際して必要な設備を有して
いるか。

（なお、指定介護予防短期入所療養介護事業者が、指定短期入所療養介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介護予防短期入所療養介護の事業と指定短期入所療養介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合については、指定居宅サービス等基準第143条第１項及び第２項に規定する設備に関する基準を満たすことをもって、この基準を満たしているものとみなすことができる。）

第３　ユニット型指定介護予防短期入所療養介護の 事業の設備に関する基準
　ユニット型指定介護予防短期入所療養介護の事業（指定介護

予防短期入所療養介護の事業であって、その全部において少数
の療養室等及び当該療養室等に近接して設けられる共同生活
室（当該療養室の利用者が交流し、共同で日常生活を営むため
の場所をいう。以下同じ。）により一体的に構成される場所（以
下「ユニット」という。）ごとに利用者の日常生活が営まれ、
これに対する支援が行われるものをいう。以下同じ。）の設備
については、この基準に定めるところによっているか。

１　設備の関する基準
１　介護老人保健施設である場合

　　法に規定する介護老人保健施設として必要とされる施設及び設備（ユニット型指定介護老人保健施設に関するものに限る。）を有しているか。
２　指定介護療養型医療施設である場合
　　法に規定する指定介護療養型医療施設として必要とされる設備（ユニット型指定介護療養型医療施設に関するものに限る。）を有しているか。
３　療養病床を有する病院である場合
　　法に規定する指定介護療養型医療施設として必要とされる設備（ユニット型指定介護療養型医療施設（療養病床を有する病院に限る。）に関するものに限る。）を有しているか。

４　療養病床を有する診療所である場合

　　法に規定する指定介護療養型医療施設として必要とされる設備（ユニット型指定介護療養型医療施設（療養病床を有する診療所に限る。）に関するものに限る。）を有しているか。

（なお、ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業者がユ

ニット型指定短期入所療養介護事業者の指定を併せて受け、か
つ、ユニット型指定介護予防短期入所療養介護の事業とユニッ

ト型指定短期入所療養介護の事業とが同一の事業所において
一体的に運営されている場合については、指定居宅サービス等
基準第155条の４第１項に規定する設備に関する基準を満たす
ことをもって、前項に規定する基準を満たしているものとみな
すことができる。）
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